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獣医学教育の分野別第三者評価の確立に向けて 

 
 
1 は じ め に 

わが国における高等教育の分野別質保証、第三者評価の実施については、国

際的通用性の確保等の観点から、その取り組みに対する速やかな改善・充実が

求められている。 

特に、平成 24 年 8 月 24 日にまとめられた中央教育審議会答申「新たな未来

を築くための大学教育の質的転換に向けて」は、各大学に対して、学生の学修

時間の確保を柱とする学士課程教育の質的転換を促すとともに、その方策のひ

とつとして、専門職業人の養成に係る分野においては、分野別到達目標や第三

者評価の策定などの分野別質保証に向けた取組の一層の推進を図ることを求め

ている。 

また、現在、文部科学省では、平成 25 年からの５カ年にわたる第２期教育振

興基本計画の策定に向けた検討が進められているが、中央教育審議会は、第２

期教育振興基本計画の審議経過報告（平成 24 年８月 24 日）において、大学改

革の実行、職業教育の充実に向けて、分野別質保証の取り組みを推進すること

とし、国際水準や社会的動向を踏まえた分野別到達目標や第三者評価の導入・

改善等を通じた分野毎の高度な専門教育の実現を求めているところである。 

さらに、第 4 期科学技術基本計画（平成 23 年８月）に基づく、「科学技術イ

ノベーションを担う人材の育成強化に向けた工程表」（平成 24 年７月５日）で

は、その柱となる政策のひとつとして「グローバルに活躍できる人材の育成」

があげられており、その達成手段（施策）として、「分野別質保証や、評価を通

じた教育の質保証・向上の促進」を掲げている。さらに、今年度（平成 24 年度）

からの３年間で、国際的通用性を踏まえた分野別質保証の取り組みの充実や日

本学術会議における分野別参照基準や大学関係団体などの検討を参考に、各分

野における教育改善や評価制度の抜本的改革等の推進、さらには、平成 27 年度

には国際的な通用性を備えた大学・大学院のミニマムな分野別質保証制度の試

行、平成 32 年度までに国際的な通用性を備えた分野別質保証制度の確立が、文

部科学省における目標とすることが示されている。 

一方、獣医学教育の質保証としての分野別第三者評価についても、その必要

性がかねてから指摘されてきたところであり、これまで長年にわたり関係者に

よる議論が進められてきた。このような状況のもと、日本獣医師会では、学術・

教育・研究委員会において、全国大学獣医学関係代表者協議会からの依頼に基

づき検討の場を提供してきた。今期の委員会においては、分野別第三者評価の

在り方を検討テーマとして関係学協会をはじめ学識経験者からなる委員のほか

関係者の出席を得て、4回にわたり会議を開催して検討を行った。ここに検討結

果を報告する。 
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２ 獣医学教育における外部評価をめぐるこれまでの背景 

 平成３年の大学設置基準の改正により、大学の自己点検・評価活動が努力義

務として導入され、いわゆる「大学評価」の取組がスタートした（平成 11 年よ

り義務化）。平成 10 年には、中央教育審議会答申「21 世紀の大学像と今後の改

革方策について」において、より客観的・透明性の高い評価の仕組みとして、

第三者評価システムを導入することが提言された。 

平成 14 年８月の中央教育審議会答申「大学の質の保証に係る新たなシステム

の構築について（答申）」において、大学が社会から評価を受けて、自己改善を

することを促し、大学の教育研究活動の質の向上を図ることを目的とする新た

な第三者評価制度として「認証評価制度」が提唱され、平成 16 年４月から導入

されることとなった。このことは、社会からの評価を受け入れるため、国公私

立の総ての大学、短期大学及び高等専門学校が、定期的に国の認証を受けた評

価団体による評価を受け、その結果が公表される制度である。これにより、各

大学は、大学そのものの教育・研究活動を評価する機関別評価においては、７

年に一度、文部科学大臣の認証を受けた者（認証評価機関）を自ら選択し、教

育研究活動等の総合的な状況についての評価基準に基づく評価を義務づけられ

た。また、法科大学院等の専門職大学院に対する分野別の教育研究活動を評価

する分野別第三者評価については、５年に一度の認証評価機関による評価が義

務づけられることとなった。 

なお、専門分野別第三者評価の導入について、同答申においては、「大学の専

門性を様々な分野ごとに評価する、いわゆる専門分野別第三者評価についても、

例えば日本技術者教育認定機構（ＪＡＢＥＥ）が行っているように、将来的に

は多様な分野で行われることが必要である。しかし、現在直ちに多くの分野で

専門分野別第三者評価が実施できる状況にはないところであり、認証評価機関

による評価の義務づけは、当面、第三者評価の導入に対する必要性が特に強い

法科大学院等の専門職大学院から開始することとする。」とされており、今後の

専門分野別第三者評価の進展を期待する内容となっている。 

 平成 17 年 2 月に取りまとめられた中央教育審議会答申「わが国の高等教育の

将来像」においては、高等教育の質の保証の重要性が示され、事前評価として

の行政による設置認可と事後評価としての評価機関による第三者評価をいわば

両輪とした質の保証が必要とされた。特に事後評価としての認証評価において

は、「事後評価に関しては、社会的要請を踏まえれば、機関別評価と専門職大学

院評価のみでなく分野別評価についても積極的に採り入れられることが期待さ

れる。その際、分野の特性に応じて学協会等関係団体の参画・協力を得ること

が考えられる。また、教育に関する分野別評価に関連して、他の参考となるべ

き特色ある取り組みを促進する方策を講ずることも必要である。」とされ、学協

会等関係団体の参画と協力による分野別評価の取り組みへの期待が明記された。 

また、平成 17 年９月に取りまとめられた中央教育審議会答申「新時代の大学

院教育―国際的に魅力ある大学院教育の構築に向けて―」では、国際的な通用

性、信頼性の向上を図り、世界規模での競争力を強化することを重要な視点と
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して、大学院評価の確立による質の確保（専門分野別評価の導入）に取り組む

ことが急務とされ、「専門分野別評価」の導入促進が提言された。 

一方、文部科学省においては、平成 20 年 12 月には中央教育審議会答申「学

士課程教育の充実に向けて」が取りまとめられ、「日本学術会議との連携を図り

つつ分野別質保証の枠組みづくりを促進する。」ことが求められた。さらに第三

者評価制度について、「平成 19 年度までに評価を受けた大学は 268 校（全体の

36％）であり、当面は、制度の定着と確立を図りつつ、第二期に向けて改善す

べき課題を集約・整理し、必要な見直しを図ることが求められる。」としたうえ

で、第三者評価制度の見直しに当たっては、分野別の評価をどのように進めて

いくかが重要な課題となった。また、答申においては、分野別の質保証の枠組

みづくりを進めつつ、分野別評価へどのように推進し、普及を図っていくか、

特に第三者評価制度との関連をどのように考えていくのか、「評価疲れ」という

批判もある中、機関別・分野別両者の効率的で実効ある評価の仕組みはどうあ

るべきか等について検討し、平成 23 年度からの第二期に向けた着実な準備を進

めていくことが必要となった。その際、高等教育のグローバル化が進む中、質

保証に関する国際的な動向に十分留意することが求められるとされている。ま

た、学協会を中心に、国際的な通用性に留意しつつ、分野別のコア・カリキュ

ラムを作成する等の取組を促進するなどの表現が明記されるなど、文部科学省

に対して、国際的な通用性のある質保証や学士課程教育の構築を求める内容と

なっている。 

冒頭のべた専門職大学院以外における分野別第三者評価の展開については、

以上のように、答申等においてその重要性及びその具体的な取組が提起されて

いる状況にある。 

 このような中、文部科学省では、高度専門職業人の養成という観点から、  

獣医学教育における今後の教育改善・充実の在り方を検討するため、平成 20 年

11 月、獣医学教育の改善・充実に関する調査研究協力者会議（座長：唐木英明 

日本学術会議副会長）が設置され、①社会的ニーズ等に対応した教育内容の在

り方について、②教育の質の保証の在り方について、③教育研究体制の在り方

について等を主な調査研究事項として検討が行われた。約２年半にわたる議論

の結果、平成 23 年３月に取りまとめられた報告書では、「現場の最前線で活躍

できる高度な実践力を有する獣医師の養成」と「国際水準の獣医学教育の実現」

を目的に掲げている。特筆すべきはその達成に向けた今後の改革の具体的事項

と改革工程が示されたことにある。具体的事項としては、①モデル・コア・カ

リキュラムの策定等による教育内容・方法の改善促進、②獣医学教育の質を保

証する評価システムの構築、③共同学部・学科の設置など大学間連携等の促進

による教育研究体制の充実、④学内教育環境等の充実や外部機関との連携など

による臨床教育等の充実、⑤共用試験の導入、⑥新たに必要性が高まった生命

科学分野の教育研究の推進等の６項目が示された。この内容を取りまとめた今

後に向けた改革の４本柱として、①教育研究体制の整備、②モデル・コア・カ

リキュラムの策定・実施、③分野別第三者評価の導入・実施、④共用試験の導
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入・実施等のそれぞれについて具体的な工程表が示された。 

 このうち、分野別第三者評価の導入・実施については、平成 23 年から評価の

在り方の検討、評価基準案の検討を行い、５年後のトライアル評価実施を目指

して作業を進めることが提言された。 

これを受けて日本獣医師会は、平成 23 年 11 月、今期の学術・教育・研究委

員会（委員長：酒井健夫 日本獣医師会理事・日本大学教授）が検討の場を提

供する形で、全国大学獣医学関係代表者協議会等の大学関係者との密接な連携

のもとで、これまでの検討を踏まえて第三者評価の在り方に関する具体的な検

討を開始した。次章以降に検討の概要を示す。なお、本委員会ではすでに平成

19 年３月に取りまとめた報告書「獣医学教育改善に向けての外部評価の在り方」

（委員長：酒井健夫 日本獣医師会理事・私立獣医科大学協会会長）において、

外部評価の必要性とともに、評価の実施に向けた基本的考え方を示し、外部評

価の実施体制について取りまとめを行った。 
 
 

３ 委員会における検討の概要 

今期委員会では、① 外部評価の方向性、② 外部評価の組織体制、③ 外部評

価の方法を中心に検討を行った。検討にあたり、既存の評価機関である独立行

政法人大学評価・学位授与機構、公益財団法人大学基準協会、公益財団法人日

本高等教育評価機構に、分野別評価機関として関係者により新たに設立された

評価団体事例として一般社団法人薬学教育評価機構を加えた４機関における組

織体制、評価方法、評価に係る費用、評価手順等を参考とした。 
 

（１）外部評価の方向性 

獣医学教育における外部評価の必要性については平成 19 年に取りまとめた

委員会報告のとおりであり、関係者の総意であることが確認された。さらに、

評価を適切に実施していく中で、国際的な通用性の確保も期待できることが確

認された。 

外部評価の実施に向け、全国大学獣医学関係代表者協議会第三者評価小委員

会、日本学術会議獣医学研究連絡委員会等の関係者と連携し、実現可能な方向

性を速やかにとりまとめる必要があることが確認された。 

なお外部評価体制を推進するに当たり、まずはコア・カリキュラムの実施体

制が整っているか否かが評価の重要なポイントになると考えられることが確

認された。 

 
（２）外部評価の組織体制 

外部評価の実施組織について、①第三者組織を新たに設立・設置、②日本獣

医師会に評価組織を設置、③既存の評価機関に評価実施を依頼、の３つの可能

性について検討を行った。 

まず、日本獣医師会が評価機関を設置して評価を行うことについては、獣医
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学関連団体が行う評価が公正な外部評価として社会的に認められることの困

難さが指摘された。 

次に、薬学分野において取り組みが進められているように、関係者による新

たな第三者評価機関を設立して評価を行うことについては、多くの課題が明ら

かになった。全国 73 校で構成されている薬学部に対して、獣医学教育は全国

16 大学に設置されているにすぎず、しかも今日、共同学部、共同学科、共同

教育課程等の取り組みが進められて学部体制への整備が不十分な状況にある

中、独立した外部評価機関の運営には、検討・評価等に要する人員の関係教育

機関からの提供には無理があること。しかも評価に要する経費に加え、評価組

織を維持するのに必要な資金の確保が必要であり、一大学あたりの負担額が著

しく大きくなること。このような様々な困難が予想されることが指摘された。 
一方、既存の外部評価機関に依頼して獣医学教育の分野別評価を実施するこ

とについては、既存の外部評価機関のひとつである公益財団法人大学基準協会

は長年獣医学教育の整備充実に携り、評価や専門分野別認証評価等で実績があ

ることの意見が確認された。さらに、評価を行う際のノウハウの蓄積がある評

価団体であることから、同協会が外部評価を実施することは効率的であり、前

述 2 案との比較の中では最も現実的であるとの共通認識を得た。 
 

（３）外部評価の方法 

前述のとおり大学数が少ない獣医学教育分野においては、高効率かつコンパ

クトな評価の仕組みを整えなければ、いわゆる「評価疲れ」が起こる可能性が

ある。これらを考慮しつつ、評価委員会の立ち上げから評価の実施、結果の公

表に至る一連の作業を継続的に実施するには、既存の評価機関のノウハウを最

大限に活用しながら進めることが必要である。そこで、公益財団法人大学基準

協会が実施している評価を参考にしつつ、薬学教育評価機構の評価のように専

門分野に特化し、その特徴を踏まえた教育評価の仕組みを整えることが必要で

あるとされた。 
 
 
４ 今後の具体的方策 

獣医学教育における分野別第三者評価の在り方について、委員会では様々な

角度から検討を行った。その結果、以下の内容について全国大学獣医学関係代

表者協議会に進言することで合意した。 
 

（１）評価実施機関 

評価の実施に向けた具体的な検討を進めるに当たり特に重要な課題は、評価

実施機関の在り方である。これについては、前章に示したとおり、既存の評価

機関に評価を依頼することが現段階では最善である。とりわけ、公益財団法人

大学基準協会が獣医学教育分野の評価実施機関として望ましいことから、同協

会に対する評価実施の依頼を迅速に進めるべきである。 
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既存の評価機関の中から、特に大学基準協会を選択した主な理由は以下のと

おりである。 

ア 獣医学の６年制教育移行に関連して、大学基準協会が昭和 61 年に決定し、

平成９年に改訂を行った「獣医学教育に関する基準」の中で示された、 

（ア）１大学の入学定員は 60 人を標準、120 人を超えないこと 

（イ）専任教員数は、学生 60 人までで 72 人以上で、うち 18 人は教授である

こと 

（ウ）付属施設として、獣医臨床センターと先端的動物研究センターを整備 

すること 

（エ）自己点検・自己評価体制を整備すること 

といった整備目標が今日の教育改善の足掛かりのひとつとなっていること。 

イ 平成 13 年に獣医学教育のあり方に関する懇談会（座長：黒川清 日本学

術会議副会長）が、関係７団体からなる獣医学教育関係者連絡会議（代表：

五十嵐幸男 日本獣医師会会長）からの獣医学教育充実の方向についての諮

問に対し、 

（ア）学科を学部規模に充実。講座数（教授数）を国家試験出題科目に対応  

するよう確保するとともに入学定員に応じた充分な数を有する教員規模

に整備すること 

（イ）国立大学の獣医学科を３～４の獣医学部に再編整備すること 

を骨子とする答申（いわゆる「黒川答申」）を取りまとめた際、諮問側であ

る獣医学教育関係者連絡会議メンバーとして財団法人大学基準協会獣医学

教育研究委員会の光岡知足委員長（当時）が加わっているなど、従来から獣

医学教育の改善・充実に向けた取り組みに深く関与していること。 

ウ 各大学から会費を徴収して事業を実施する一方、職員が複数の評価事業 

を効率的に兼務する体制が整っていることから、個々の評価に係るコストを

抑えることが可能であること。 

エ かつて大学基準協会に獣医学教育研究委員会を設置し、獣医学教育にお 

ける学部教育の基準並びに大学院の基準の作成を行っていた経緯から、既に

評価の基準と基盤を保有しており、この延長線上で評価の実施に向けた議論

を進めることが可能であること。 

オ 国際競争力を強く求められるビジネススクールの評価事業を海外の評価

機関と連絡を取りながら進めている実績があり、将来的な獣医学教育分野に

おける海外の認証評価システムとの連携についても十分に対応可能な能力

を有していること。 
 
（２）今後の作業手順 

   本委員会で得たこれまでの検討結果の実現に向けて、関係者には今後以

下のとおり作業を迅速に進めることが期待される。 
ア 日本獣医師会は、本委員会での検討結果並びに経緯を全国大学獣医学関係

代表者協議会に伝え、獣医学教育の改善・充実に関する調査研究協力者会議
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において平成 23 年 3 月に取りまとめられた分野別第三者評価の導入・実施

が、円滑に推進できるように図ること。 
イ 全国大学獣医学関係代表者協議会は、速やかに関係者の合意のもと、大学

基準協会に対してこれまでの委員会における検討経過の説明を行い、獣医学

教育関係者の総意として評価の実施を依頼すること。 
ウ 大学及び関係学協会等関係者は、大学基準協会で評価の実施に向けた検討

を開始することになった場合の評価委員会の設置等については、緊密な連携

のもと調整を進めること。 
エ 日本獣医師会は、本委員会を中心として関係者の理解醸成に努め、円滑な

評価の実施に向け、関係機関・団体と連携して引き続き獣医学教育の改善・

充実に向け努力すること。 
 
 
５ お わ り に 

 今期委員会における検討結果は以上であり、この内容について全国大学獣医

学関係代表者協議会に進言する。 

文部科学省における獣医学教育の改善・充実に関する調査研究協力者会議に

おいても国際的通用性を確保した獣医学教育の実施に向けた改革工程の改訂が

検討され、分野別第三者評価について、関係者間における作業を速やかに着手

し、評価基準の提示及び評価の実施体制・方法等の決定を当面の目標とする方

向で取りまとめが進められている中、全国の獣医学教育関係者の総意のもと、

迅速な取り組みの推進を期待する。 

7



 
 

 

学 術 部 会  学 術 ・ 教 育 ・ 研 究 委 員 会  委 員 

 

 

（委員長・部会長） 
 
酒 井 健 夫    日本獣医師会学術担当理事・日本大学生物資源科学部教授 

 

 (副委員長) 
 
中 山 裕 之    日本獣医学会理事長・東京大学大学院農学生命科学研究科教授 

 

 

石 黒 直 隆    日本獣医公衆衛生学会学会長・岐阜大学応用生物科学部教授 

 

 

稲 葉   睦    北海道獣医師会理事・北海道大学大学院獣医学研究科教授 

 

 

尾 崎   博    国公立大学獣医学協議会会長・東京大学大学院農学生命科学研究科教授 

 

 

佐 藤 れえ子    日本小動物獣医学会学会長・岩手大学農学部教授 

 

 

中 尾 敏 彦    日本産業動物獣医学会学会長・元山口大学農学部教授 

 

 

政 岡 俊 夫    私立獣医科大学協会会長・麻布大学学長 

 

 

吉 川 泰 弘    全国大学獣医学関係代表者協議会会長・千葉科学大学危機管理学部教授 

8



 




